
労働者保護制度の見直しに関する意見書

現在、国においては、成長戦略の中で、「予見可能性の高い労働紛争解決システム」

の構築や「多様な正社員」の普及・拡大、「労働者派遣制度」の見直しなどといった

労働者を保護する制度の見直しなどの議論がされているが、労働者の地位の保全と

生活環境の保護にも十分留意する制度となることが求められる。

よって、国においては、下記の事項について特段の措置を講じるよう強く要望す

る。

記

１ 労働法制の改革にあたっては、働く人の立場に立った本来の労働者保護の法制

度と理念を維持すること。

２ 労働者保護に関する議論は、国際労働機関（ＩＬＯ）の三者構成原則に基づく、

労働者代表委員、使用者代表委員、公益委員で構成される労働政策審議会におい

て行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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